
第三者委員会の調査報告書を
受けて

－注意事項－

・本プレゼンテーション及び引き続き行われる質疑応答の回答に際しまして、当社は、第三者委員会の

調査報告書における事実関係の認定に関しましては、独自に検証は行っておりません。

・本プレゼンテーション及び引き続き行われる質疑応答の回答には、将来に関する見通し、期待、判断、

計画あるいは戦略が含まれております。これらの将来に関する内容は、為替変動、製品に対する需要変

動、各種モータの開発・生産能力、関係会社の業績及びその他のリスクや不確定要素を含みます。

・本プレゼンテーション及び引き続き行われる質疑応答の際の回答に含まれる全ての将来的予測に基づ

く内容や発言は、本プレゼンテーションの日に入手可能な情報に基づいており、将来これが実現するこ

とを保証するものではなく、実際の結果はこれらの内容や発言、当社の現在の期待とは異なる場合があ

ります。多数の要素がこの差異の原因となり得ますが、これらの要素やリスクについては当社の継続開

示及び適時開示等の記載をご覧ください。

・また、当社は、法令に定めのある場合を除き、このような将来予測に基づく内容や発言を更新する義

務を負いません。
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調査報告書の受領調査報告書の受領

1. 調査報告書の公表について

• 2026年2月27日に第三者委員会より調査報告書を受領。
• 当社グループ・お取引先様の営業秘密および個人情報保護の観点から、

部分的な非開示措置（マスキング等）の検討を完了。
• 本日、当該調査報告書を公表いたします。

2. 今後の調査について

• 第三者委員会による調査は現在も継続中です。
• 引き続き、調査に対して全面的に協力してまいります。
• 最終的な調査報告書を受領次第、速やかに開示いたします。

調査報告書の受領および公表に関するお知らせ
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調査報告書に関して調査報告書に関して

1. 現在も調査は継続中であるが、グループ内の多岐にわたる拠点において多数
の会計不正が判明している。

2. 発見された不正は、費用計上の回避や収益の過大計上など、多岐にわたる。

3. これまでに判明した不正・誤謬の訂正による2025年度 第1四半期末 連結
純資産への影響額

約▲1,397億円

資産性のない原材料・製品の評価損計上を回避（費用計上の先延ばし）棚卸資産

実現確度の低い売上計画に基づき、減損処理を回避固定資産

本来費用処理すべき人件費を固定資産に計上し、減価償却で費用化を遅延費用資産化

子会社が計上した補助金返還引当金を、連結時に不正に取り崩し引当金

収益計上が認められない性質の補助金を、偽って収益として計上収益認識

不良債権に対する貸倒引当金の過少計上（不適切な計上）債権管理

主な会計論点

ニデックグループにおける会計不正調査の現状と影響

5

6



調査報告書等を受けて
の人事対応について
調査報告書等を受けて
の人事対応について

小部 博志取締役会⾧辞任
小型モータ事業本部⾧、グループ会社担当北尾 宜久副社⾧執行役員辞任
最高財務責任者佐村 彰宣常務執行役員辞任
機械事業本部⾧西本 達也顧問辞任
家電・車載事業統括本部⾧Valter Taranzano専務執行役員職務停止

最高業績管理責任者職位廃止

当社として判断した役員等の責任を踏まえた対応は以下の通りです。

月額基本報酬額の100%を内部管理体制確認書提出まで
（2026年10月末予定）代表取締役社⾧執行役員（CEO）

月額基本報酬額の50%を４ヶ月間専務執行役員/常務執行役員/執行役員

月額基本報酬額の30%を４ヶ月間取締役（監査等委員）/社外取締役
（監査等委員）/社外取締役

報酬自主返上は以下の通りです。

役員等の対応に関して
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人事異動と新体制の始動

• 第三者委員会の調査報告および役員辞任を真摯に受け止め、3月・4月付で刷新
• 国内外グループから有為で将来性のある人材を幅広く登用、透明性の高い経営基盤

を構築

「新生ニデック」のダイバーシティ推進

• 組織の多様性を確保し、硬直化した体制からの脱却
• 全社一丸となり、ステークホルダーからの信頼回復に注力

ガバナンス体制の抜本的見直し

• 取締役会の構成を再検討（企業経営経験者、会計専門家などの招聘）
• 専門性と多様性を兼ね備えた経営監督体制の構築

新体制に関して

役員等の法的責任に関する調査・検討

• 「責任調査委員会」の速やかな設置
• 第三者委員会の調査報告を受け、客観的・専門的な調査機関を立ち上げ

調査対象と内容

• 対象:現旧取締役および執行役員
• 内容:職務執行に関する任務懈怠（にんむけたい）責任など法的責任の有無

透明性の確保

• 委員会の設置時期および概要については、決定次第速やかに公表

責任調査委員会の設置について
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再発防止策に関して再発防止策に関して

「ニデック再生委員会」による主導

• 改善計画・状況報告書に基づき、具体的な改善措置を検討・実施中

改善計画の着実な履行

• 改善計画書の適宜改訂を行い、実効性の高い再発防止策を推進

市場信頼の回復に向けて

• 内部管理体制の構築を完遂し、「内部管理体制確認書」を東京証券取引所へ
提出

再生に向けた改善計画の実行とガバナンス強化
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今後のスケジュール今後のスケジュール

無配決定の理由:

現時点における調査結果に基づいても、過年度決算に対する重要な影響が見込まれる
ことに加えて、調査は依然継続している状況に鑑みますと、見送らざるを得ないと判断した。

前期実績
（2025年3月期）

直近の配当予想
（2025年10月23日公表）

決定額

2025年3月31日同左2026年3月31日基準日
20.00円未定0.00円１株当たり配当金

22,960百万円－－配当金総額
2025年６月２日－－効力発生日

利益剰余金－－配当原資

2026年3月期 期末配当の見送り（無配）に関する決定
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減損損失について

第三者委員会の調査結果に基づく過年度の損益の下方修正等により、
派生的な影響として、減損損失を追加計上する可能性がある

• 対象:主に車載事業に関連する「のれん」および「固定資産」
• 減損検討対象となる資産規模:約2,500億円
• 計上額および計上時期: 未定

第三者委員会の調査完了後、過年度の有価証券報告書等の訂正を速やかに実施

過年度決算の訂正への派生影響について

累計Q3Q2Q1（億円）

19,4606,5226,456 6,482FY24

19,8006,7776,6436,380FY25

1.7%3.9%2.9%▲1.5%増減率

【売上高】

FY25Q3FY25Q2FY25Q1FY24Q4（億円）

8,900 3,4452,4062,462現金及び現金同等物

12,0007,1206,6026,360有利子負債

3,1003,6764,1963,898ネット有利子負債

【現金及び現金同等物、有利子負債】

※第三者委員会の調査及びその他の社内調査等が継続中のため、その影響については連結財務諸表に未反映となります。
（調査結果を受領次第、その影響を反映致します）

事業の概況

• 受注状況: 受注は堅調に推移しており、
生産計画への大きな変更はありません。

• 稼働状況: 生産拠点は正常に稼働し
ており、供給能力を維持しております。

• 資金繰り: 借入枠の確保や手元資金
の状況に懸念はなく、事業運営に支障
はありません。

いかなる状況下においても、お客様・サプライヤー様とのお取引を停滞させることなく、誠心誠意
継続してまいります。

事業の概要、お取引に関して
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今後のスケジュール
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